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1　はじめに
　1980年代後半に体系化された活動基準原価計算（Activity－Based　Costing；以下，　ABCと略す）は，
1992年前後からその果たす機能が変化しつつあった二当初，ABCは正確な製品原価計算を目的とし
て提唱され，製品収益性分析および顧客収益性分析による製品戦略に活用されていた。しかし，
ABCは単に製造間接費配賦の精緻化にすぎないといった批判や1，米国経済の再生にはABCによる
製品戦略だけではなく，継続的なプロセスの改善による原価低減が重要であるといった考えから，活
動基準管理（Activity・Based　Management；以下，　ABMと略す）が登場することになった2。
　ABMは，顧客によって受け取られる価値を改善し，この価値を提供することによって達成される
利益を改善するために活動の管理に焦点を当てる3。ABMでは活動の管理に焦点を当てるため，活
動が価値付加的か否かを検討し，非付加価値活動を除去することによって原価低減を図ることが可能
となる。そのため，現在では世界的に見ても多くの組織においてABMが実施されている。しかし，
ABMが登場した当初において，それを実施した組織は決して多くはなかった4。そのような状況下
において，英国および米国の電気通信事業者は1992年にABMを実施していた。折しも，1990年代
前半に英国および米国の一部の電気通信事業は本格的な競争環境に直面しており，英国および米国の
電気通信事業者は，競争優位を得るために原価低減をもたらす可能性のあるABMを実施したのであ
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った。日本の電気通信事業においても，1999年のNTT再編，2000年のプライス・キャップ規制の
導入，2001年のマイラインの導入と本格的な競争環境に直面している5。そのため，電気通信事業の
先進国である英国および米国の電気通信事業者におけるABM実施の事例を検討することは，有用で
あると考えられる。
　そこで本稿では，まず，英国の電気通信事業者であるマーキュリー（Mercury　Communications）
のABMの事例について触れ，マーキュリーがABMを実施するにあたっての導入段階について焦点
を当てる。次いで，米国の主要な電気通信事業者であるAT＆T（American　Telephone　and　Tele－
graph　Company）のABMの事例について検討し，　AT＆TがABMの実施によって得られた便益に
ついて明らかにする。
II　マーキュリーのABM
　英国では1979年にサッチャー保守党政権が誕生し，経済再生政策の一環として1980年代前半から
電気通信自由化政策が段階的に進められてきた6。この英国における電気通信自由化政策に伴い，
マーキュリーは新規参入の電気通信事業者として1981年に設立され，翌1982年に公衆電気通信事業
者（Public　Telecommunications　Operator：PTO）の免許が付与されて電気通信市場に参入した7。
1984年に英国の主要な電気通信事業者であるブリティッシュ・テレコム（British　Telecommunica－
tions；以下，　BTと略す）の民営化および電気通信市場の競争導入が行われたが，1990年までBTと
マーキュリーの2社による複占体制が維持されることになった8。その後，この複占体制のもとでは
電気通信事業（特に市内通信事業）の競争が十分に進展しなかったため，英国政府は1991年に複占
体制を終了させ，マーキュリー以外の新規参入の電気通信事業者についての免許申請を認めることに
した。このように英国では，1990年代に入ってから本格的な電気通信事業の競争が導入されること
になった。
　マーキュリーがABMの実施を着手し始めたのは1992年の秋であり，それは電気通信事業の本格
的な競争環境に直面して間もない時期であった。ここで取り上げるマーキュリーのABMでは，
ABMの実施によって得られた便益を明らかにすることではなく，マーキュリーがABMを実施する
にあたっての導入段階について焦点を当てることにする。以下では，その導入実践について見ていく
ことにしよう9。
1．パイロット・プロジェクトの実施
　英国の電気通信市場における本格的な競争の導入は，マーキュリーの利益および成長に対して強い
圧力をかけることになった。そこでマーキュリーは，組織内の原価態様をより良く理解し，管理した
いと考えた。また，マーキュリーはサービス別の収益性を分析する際に，従来の原価計算手法よりも
科学的に原価を各サービスに割り当てたいと考えた。これらのことから，マーキュリーは発生した原
価レベルに対して，どの活動が遂行されているのかを理解するためにABC／ABMを導入しようとし
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た。マーキュリーでは最初から全社的にABC／ABMを実施したのではなく，組織内のサービス支援
機能の中でABC／ABMがどの程度役立つかを調査するために，組織内部のパイロット・プロジェク
ト（pilot　project）を実施することから着手した。
　パイロット・プロジェクトとは，全社的にABCIABMを実施する前に社内の適当な部門で行われ
る予備的，実験的なABC／ABMモデルである（図表1参照）。　ABC／ABMを実施するにあたり，そ
の有用性が社内で十分に認識されていないと，「なぜ現状の原価計算システムからABC／ABMに移
行しなければならないのか」といった社内の抵抗に遭遇することになる。また，全社的にABC／
ABMを実施した後にシステムの誤りが発見された場合，組織全体に与える影響は大きく，システム
を再構築するためのコストも膨大なものになる可能性もある。そのため，全社的にABC／ABMを実
施する前に社内の適当な部門でパイロット・プロジェクトを実施し，評価することによって社内の抵
抗も除去することができ，たとえABC／ABMモデルの誤りが発見されたとしても容易に訂正するこ
とが可能となる。さらにパイロット・プロジェクトは通常3，4ヶ月といった短期間で終了するた
め，その成果およびフィードバックを迅速に得ることが可能となり，ABCIABMのシステム構築に
役立てることができる。このように，社内の適当かつ小規模な部門でパイロット・プロジェクトを実
施することにより，全社的にABC／ABMを行うことが容易になるのである10。マーキュリーにおけ
るパイロット・プロジェクトの一連の流れは，図表2に示されるように次の主要な三つのフェイズ
に分類された。
　第一は，開始および習熟のフェ・イズである。ここでは，まず自社の現状分析およびABC／ABMの
導入目的の明確化が行われた。自社の現状分析では，従来用いられていたマーキュリーの原価計算シ
ステムが限界にあることおよびマーキュリーが電気通信市場の激しい競争環境に置かれていることが
明らかとなった。そこで，マーキュリーはABC／ABMを導入することで，原価態様のより良い理解
を得ること，サービス，顧客，市場のセグメントの献身（contribution）を確認すること，間接費が
どの程度管理可能であるかを測定すること，業績の改善を行うことといったABC／ABMの導入目的
を明らかにした。これらの導入目的を見てもわかるように，マーキュリーではABCによるサービス
別の原価集計の視点にとどまらず，原価管理，業績の改善といったABMの視点にも重点を置いてい
（phase　I）
図表1　ABCIABMの導入フェイズ
　　　　（phase　I［） （phase　IH）
パイロット・
@　　プロジェクト
全社
W開
システム
@　　との統合
（出所）福家秀紀「ABCIABMの意義と業績管理」『InfoCom　REVIEW』，第18号，1999年，12頁。
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図表2　マーキュリーにおけるパイロット・プロジェクトの一連の流れ
1
ll－1
H－2
皿一1
　　フェイズ
開始および習熟
活動のフレームワークの開発
活動のフレームワークの確認
データの帰属
インプット／プロセス／アウトプットの段階
・職能上の献身を得る
・目的適合的な資料を調査する
・概要のフレームワークを作成する
　　　　　　　　↓
・概要のフレームワークを調査する
・挑戦し、調査する
・現場の経営管理チームからのフレームワーク
　　　　　　　　↓
・現場チームのフレームワークを熟考する
・上位の経営管理者層の調査および改善
・データをテストする任務
　　　　　　　　↓
・原価および操業度データを収集する
・集められたデータの検証
・モデル内のデータを処理する
　　　　　　　　↓
皿一2　　アウトプットの調査および終了　　　・アウトプットを完成させる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・職能に対する鍵となる問題の評価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・フレームワークを終了し、次の段階と一致
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する
（出所）Gwynne，　Richard　and　Gary　Ashworth，“lmplementing　Activity－Based　Management　at　Mercury
　　　Communications”，　Management、4ccounting（England），December　1993　p．35．を一部修正して作成
　　　した。
たことがわかる。このように自社の現状分析およびABC／ABMの導入目的を明確にすることによっ
て，パイロット・プロジェクトに対する職能部門の献身を得ることが可能となった。次いで，職能部
門の献身が得られた後に，パイロット・プロジェクトに対する目的適合的な資料が調査され，パイロ
ット・プロジェクトの概要のフレームワークが作成された。
　第二は，活動のフレームワークの開発および確認のフェイズである。活動のフレームワークの開発
にあたっては，パイロット・プロジェクトが実施される部門での業務の流れを把握し，どのような活
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一426一
動が電気通信のサービス提供に必要となるかを調査した。その調査においては，業務に精通している
現場の経営管理チームからの活動のフレームワークを参考にした。活動のフレームワークが開発され
ると，経営管理者層によってそれらの活動のフレームワークが調査され，必要ならば改善が行われ
た。このようにして，パイロット・プロジェクトが実施される部門の活動のフレームワークが確認さ
れた。なお，図表2には示されていないが，活動が設定されると，それに伴いコスト・ドライバー
（cost　driver）についても設定することが可能となった。
　第三は，データの帰属，アウトプットの調査および終了のフェイズである。既に活動のフレーム
ワークおよびコスト・ドライバーが設定されていたため，原価および操業度データを収集することで
ABCを実行することが可能となり，活動別の原価およびサービス別の収益性について把握すること
が可能となった。これらを分析することで職能内の問題点が可視化され，その問題点の改善方法が検
討された。
　このように，マーキュリーでは一連のパイロット・プロジェクトを実施することで，ABCIABM
が自社に対して原価管理についての改善の機会を提供するであろうという結論に達し，ABC／ABM
の全社的な展開に向けて次の段階に移行した。
2．　ロールアウト戦略
　マーキュリーではパイロット・プロジェクト終了後，ロールアウト（roll－out）戦略に移行した。
ロールアウトとは，パイロット・プロジェクト段階からABCIABMの十分な実施までの改善努力を
拡大する際に採られる段階である11。マーキュリーのロールアウト戦略は，ABC／ABMの実施計画
が管理可能であることを保証するために，そしてABCIABMの実施が革新的，効果的に資源を活用
することを保証するために行われた。このロールアウト戦略では，ビジネスプロセスを視覚的に理解
しやすいようにダイヤグラムを描くトップダウソアプローチ（top－down　approach）が主に用いられ
た。そしてマーキュリーでは，そのトップダウンアプローチにおいて価値連鎖（value　chain）を用
いた点が特徴的であった。
　周知のように価値連鎖は，Porterが主張した競争戦略の中で提唱された12。　Porterは，企業が持続
的な競争優位を得るために，大別してコスト・リーダーシップ戦略と差別化戦略を掲げた。そして
Porterは，これらの戦略の現存または潜在的な源泉を理解するために，価値連鎖概念を用いて企業
の活動を分解した。Porterの価値連鎖は図表3に示される。図表3の上段に示されるように，企業
の価値連鎖は購買物流，製造，出荷物流，販売・マーケティソグ，サービスといった主活動と，全般
管理，人事・労務管理∫技術開発，調達活動といった支援活動とに大別される。図表3の下段では
価値連鎖の基本形から出発し，「販売・マーケティング」の主活動が個々の活動に細分化されており，
これらの活動は競争優位の源泉を分析する必要性に応じてさらに細分化されることになる。マーキュ
リーは，このPorterの価値連鎖を基礎にして独自の価値連鎖を構築したのであった（図表4参照）。
　図表4の上段におけるマーキュリーの価値連鎖では，戦略的に関連のある高次の活動内容が示さ
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図表3　Porterの価値連鎖
（上段）
全般管理
人事・労務管理
麟欄発　　　　　　　　マ
調趨舌動　　　　　　　　一
購買
@物流
製　　造 出荷
@物流
販売・
}ーケティング
　　　　　　　ジ
Tービス　　ン
下段）
マーケティング
@　　　　管理
広告 セールス
泊煌ﾇ理
セールス部隊
@　の動かし方
テクニカル
@　　文献
販売
（出所）Porter，　M。　E．，　Competitive、Advantage：Creating　and　Sttstaining　Supen’or　Performance，　The　Fress　Press，
　　　1985，　p．　46（土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫訳『競争優位の戦略』ダイヤモソド社，1985年，58頁。）．
れている。これらの活動は機能別に分類されており，最も包括的な活動の階層レベルで把握されるも
のである。図表4の中段では，「原材料および消耗品の管理」の活動が細分化されており，これらの
活動は業務プロセス（business　process）と呼ばれる活動の階層レベルである。また，その業務プロ
セスのレベルにある「原材料の保管および割り当て」の活動はさらに細分化され，図表4の下段に
示される活動に識別される。ここでの活動の階層レベルは，一般にABC／ABMで用いられる活動で
ある。活動の階層レベルは，情報処理コストおよび意図した分析目的によって細分化される13。マー
キュリーではABMの実施に価値連鎖を用いていたので，図表4の下段に示される活動レベルまで活
動を細分化し，それらの活動を用いて活動分析を行った。従って，マーキュリーの価値連鎖は，まず
企業戦略レベルの高次の活動を提示し，次いでそれらの活動を分析目的に応じて細分化することで，
活動分析を行うための活動のフレームワークを形成した。それではなぜ，マーキュリーは活動を識別
し，活動分析を行うために価値連鎖の概念を用いたのであろうか。次の二つの理由が考えられる。
　第一の理由は，活動分析の一つとして活動間の結びつきを調査・検討するためである14。企業の諸
活動は，不断の継続的な流れで遂行される。例えば，図表4におけるマーキュリーの価値連鎖で
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図表4　マーキュリーの価値連鎖
（上段）
規制、戦略上の管理および財務上の管理　　　　　　　　’
事務サービス　　　　　　　　　　　　利
総合開発　　　　　　　　　　　　　　　益
人的資源
支援活動
蜉?ｮ
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ﾌ管理
ネットワーク
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^営
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l得
顧客の　　　　マ
ﾛ持　　　　一
@　　　　ジ
@　　　ン
原材料の
K要品の
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ネットワーク
ﾉ関する原材
ｿの取得
ネットワーク
ﾈ外の原材料
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ﾄ
予備品
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?ｪ
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?]
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活動分析に
ｨけるより
痰｢階層ま
ﾅ細分化
（出所）図表2に同じ，p．36．
は，「市場および製品の開発」から始まり，「顧客の維持」までの一連の活動が遂行される。これらの
活動の原価は先行する活動によって影響されるため，個別に活動を把握するよりも価値連鎖の中で活
動を把握することが望ましい。また，これらの活動間の結びつきを把握することで，反復および重複
した活動を除去することが可能となり，顧客に対してより良い品質のサービスが迅速に提供されるこ
とになる15。従って，マーキュリーは活動間の結びつきを調査，検討し，プロセスの改善に役立てる
ために価値連鎖の概念を用いたのではないかと考えられる。
　第二の理由は，企業内部の活動のみに焦点を当てるのではなく，企業外部にまで焦点を向けるため
である。Porterの提唱する価値連鎖は，企業内部における活動の視点にとどまらず，供給業者（企
業の価値連鎖に対して川上）および顧客（企業の価値連鎖に対して川下）の価値連鎖を包含する，さ
らに大きな活動群の中に組み込まれる16。供給業老の価値連鎖は，単に原材料を供給するだけではな
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く，企業内部の活動に影響を与える17。また，企業は顧客の価値連鎖を把握することで，顧客のニー
ズに適合させることが可能となり，このことは差別化分析の大切な手段となる。このように企業は，
供給業者および顧客の価値連鎖までをも理解することによって，利益率を改善することが可能となる
のである18。マーキュリーについても，単に企業内部の活動を識別するのでなく，組織の境界を越え
た価値連鎖を視野に入れながら活動を識別し，プロセスの改善に役立てるために価値連鎖を用いたの
ではないかと考えられる。
　このように，マーキュリーではパイロット・プロジェクトからABC／ABMの十分な実施までの橋
渡しの段階として，ロールアウト戦略が採られた。そのロールアウト戦略において，マーキュリーは
活動をより戦略的に識別し，ABMの実施に役立てるために価値連鎖を用いたのではないかと考えら
れる。
　マーキュリーは全社的なABC／ABMの実施に際して，パイロット・プロジェクトおよびロールア
ウト戦略といった重要な過渡的段階を採っていた。パ・イロット・プロジェクトおよびロールアウト戦
略実施後，マーキュリーは広範囲に渡ってABCIABMを実施しており，　GwynneおよびAshworth
によれば，マーキュリーの全ての経営管理者層はABC／ABMからの便益を得ていたという19。この
ようにABC／ABMが有効に機能したのは，最初から全社的にABC／ABMを実施するのではなく，
ABC／ABMの実施に先立ってパイロット・プロジェクトおよびロールアウト戦略を実施したからで
あり，パイロット・プロジェクトの実施およびロールアウト戦略を立ち上げることの重要性をうかが
い知ることができる。
HI　AT＆TのABM
　米国では，主要な電気通信事業者であるAT＆Tの分割および規制緩和の拡大とともに，電気通
信事業のビジネス環境が著しく変化することになった。AT＆Tの歴史は古く，1885年にアメリカ
ソ・ベル電話会社（American　Bell　Telephone　Company）傘下の長距離通信事業者として設立された。
その後，AT＆Tは1899年に再編成され，分割前におけるAT＆Tの原型が形成された20。1984年
にAT＆Tは，長距離通信事業を営む新AT＆Tと地域通信事業を営む7つの市内通信会社
（Regional　Bell　Operating　Companies；RBOC）とに分割された。分割時点でのAT＆Tにおける長
距離通信事業のシェアは90．1％と支配的であったため，連邦通信委員会（Federal　Communications
Commission；FCC）はAT＆Tに対して公正報酬率規制を課す一方，他の電気通信事業者に対して
は規制を差し控えるという非対称規制を行った21。そして1989年には，AT＆Tに課せられていた料
金規制が，公正報酬率規制から物価水準の変動と連動させて料金水準の上限を設定するプライス・キ
ャップ規制へと移行した22。また，このプライス・キャップ規制および非対称規制によって，長距離
通信事業におけるAT＆Tのシェアは年々縮小し23，　AT＆Tは本格的な競争環境に直面することに
なった。このような状況下において，AT＆Tは1992年からABC／ABMを実施し始めた24。
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1．ABC／ABMの実施範囲
　AT＆Tでは全社的な範囲でABCIABMが実施されたのではなく，まずはAT＆Tの企業間通信
サービス部門（AT＆TBusiness　Communications　Services）における請求書作成セソター（Busi－
ness　Billing　Center）でABC／ABMが実施された。この請求書作成センターは，サービスオーダー
の処理や請求書作成の調整といった活動を遂行する請求書統制オフィス（Billing　Control　Othce）お
よび請求書の印刷，分類，配送といった活動を遂行する請求書印刷センター（Billing　Print　Center）
から成った。
　請求書作成セソターでは，次の事項を達成するためにABMを実施することにした。第一は，請求
書作成センター内で遂行される活動およびプロセスの時間，品質についての業績評価を提供すること
であった。第二は，請求書作成センター内部の作業グループにおいてベンチマーキソグを実施するこ
とであった。第三は，業務上の原価改善を確認し，原価節約額を測定することであった。第四は，事
業計画および予算管理に用いられるデータを提供することであった。
　請求書作成センターの管理者は，これらの目標を達成するために，請求書作成セソターの本部，ラ
イン組織，財務部門の職員から成るABC／ABMプロジェクトチームを形成し，　ABC／ABMを実施す
ることにした。
　ところで，ABCIABM実施以前に用いられていた請求書作成セソターにおける従来の原価計算手
法は以下の通りであり，図表5はその手法の数値例である。従来の原価計算手法では，まず，請求
書作成センター内の作業グループで遂行される1週間分の活動時間数を識別し，それらの割合を算
定した。次いで，作業グループの月次総費用を活動時間数の割合によって割り当て，その活動原価を
算定した。図表5の数値例における「サービスオーダーの処理」の活動原価は，40，000ドル
（100，000ドル×40％）と計算された。そして，この活動原価を各活動の操業度で除することによっ
て，各活動の単位原価が算定された。「サービスオーダーの処理」における操業度はサービスオー
図表5　従来の原価計算手法による単位原価算定方法の例
作業グループA
月次総費用：100，000ドル
　　　　活動　　　　　　時間 活動原価　　　　操業度 単位原価
サービスオーダーの処理　　40％　　　40，000ドル　　　　2，000　　　20ドル
　　請求書の分類　　　　　60％　　　60，000ドル　　　　5，㎜　　　　12ドル
　　　　　　　　　　　　100％　　　100，000　ドノレ
注：これらの数値は説明目的のためだけであり，請求書作成センターの実際の数値を表すものでは
　　ない。
（出所）Player，　R．　Steven　and　David　E．　Keys，　Activily－Based　Management：Arthur　Andersen　’s　Lessons
　　　from　the　ABM、Battlefield　Second　Edition，　John　Wiley＆Sons，　Inc．，1999，　p。161．
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ダー数であり，その数値を2，000とすると，「サービスオーダーの処理」に対する単位原価は20ドル
（40，000ドル÷2，000）と算定された。このように，請求書作成セソター内で用いられていた従来の原
価計算手法では，活動を識別するところまではABCと類似していたが，活動時間数の割合といった
単一のドライバー（driver）で活動原価が算定されていた。請求書作成セソター内の原価が単純に活
動時間数に比例して発生したのであれば，従来の単位原価情報も目的適合的であったと言えたが，原
価の発生は各活動によって異なるため，必ずしも活動時間数といった単一のドライバーのみで原価を
配賦することが適切であるとは言えなかった。従って，従来の原価計算手法による単位原価情報は，
業務上の意思決定目的にとって信頼し得る情報にはならなかったのである。そこで，請求書作成セン
ターは，各活動ごとのコスト・ドライバーを用いて原価を割り当てるABC／ABMを実施することに
した。
2．ABCIABMの実施
　請求書作成セソターは，1992年に従来の原価計算手法に代わるABC／ABMを導入した。請求書作
成センターのABC／ABMプロジェクトチームは，　ABCの実施に際し，オペレーショソズ・ベース
ド・プロセス・モデリソグ・アプローチ（operations－based　process　modeling　approach；以下，プロ
セス・モデリソグ・アプローチと略す）を適用した。プロセス・モデリング・アプローチとは，業務
内容によって設定しているプロセスを通じて，組織が作り出すアウトプット（ここでは，請求書作成
セソターが顧客に対して提供するサービス）に各事業で発生した原価を跡付ける手法である。プロセ
ス・モデリソグ・アプローチによる原価の流れは，図表6に示している。一般にABCにおいて，原
価は資源作用因を用いて資源から活動へ，次いで活動作用因（コスト・ドライバー）を用いて活動か
ら原価計算対象へと二段階で割り当てられる。これに対し，プロセス・モデリソグ・アプローチにお
いては，原価は活動の連鎖であるプロセスを通じて割り当てられるため，必ずしも二段階の割り当て
に限定されず，場合によっては図表6の「原価対象2」のように多段階式の割り当てにもなり得る。
　プロセス・モデリソグ・アプローチを実施するにあたっては，ABC同様，まず活動を識別しなけ
ればならない。活動は，請求書統制オフィスおよび請求書印刷センターごとに分類され，請求書統制
オフィスでは139の活動に，請求書印刷セソターでは116の活動にそれぞれ細分化された。また，コ
スト・ドライバーは，関連する活動，プロセス，資源から設定された。ABC／ABMプロジェクト
チームは職能横断チームであり，そのメンバーは業務を熟知していたため，比較的容易にコスト・ド
ライバーを設定することができた。コスト・ドライバーの例としては，顧客テストの回数，サービス
オーダー数，請求書のグループ数（顧客の所在地別），請求書の印刷時間数，請求書の印刷枚数など
が挙げられる。
　また請求書作成センターは，資源と活動がどのような相互関係にあるのかを確認するために，事業
と業務との関係を表したフローチャートを準備した。このフローチャートを作成することによって，
ABC／ABMプロジェクトチームは，請求書作成センターがどのように事業を行っているかを明らか
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図表6　プロセス・モデリング・アプローチによる原価の流れ
レベル1
レベル2
レベル3
サービス
および顧客
ドライバー
（出所）Hobdy　Terrence，　Jeff　Thomson　and　Paul　Sharman，　t‘ActivitY－Based　Management　at　AT＆T”，
　　　Management　Accounting，　April　1994，　p．37．
にすることが可能となった。さらに請求書作成セソターの管理者にとっても，原価の流れと業務上の
職能との関係および資源の費消プロセスを理解することが可能となった。
　プロセス・モデリング・アプローチおよびフローチャートを用いることで，特に請求書統制オフィ
スでは，各サービスの原価のほかに各種の情報についても明らかにされた。請求書統制オフィスによ
って提供されるサービスは，日常的な請求書作業の確認，請求書の確認，ミスの訂正，通信の調査，
実行不能なサービスの問題解決などがあり，この中の通信の調査は，請求書作成セソターにおける総
原価の25％に相当することが判明した。また，請求書統制オフィスでは，拒否されたサービスにつ
いて顧客グループごとに分析がなされた。請求書統制オフィスでは，各従業員グループが各顧客グ
ループを担当していたため，どの従業員が顧客グループに対するサービスおよびミスの訂正を効率的
に処理していたかを明らかにすることができた。
　さらに，プロセス・モデリング・アプローチはベンチマーキソグ（benchmarking）を行うための
情報を提供した。ベソチマーキングとは，企業の業績を改善するために企業内外の他の組織における
最善の実務を研究し，比較する継続的なプロセスである。請求書作成センターでは，サービスオー
ダーの処理および通信の処理についてベソチマーキソグが行われた。請求書作成センターの管理者
は，ベソチマーキングの実施に際し，サービスオーダーの処理および通信の処理に携わる作業グルー
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図表7　作業グループごとのサービスオーダーの処理時間
??
7
6
5
4
3
2
グループ1
グループ2
グループ3
グループ4
　　　　　　1月　　　　2月
（出所）図表6に同じ，p．38．
3月 4月 5月 6月
プの単位原価のみを基礎にしただけではなく，両者の作業グループがアウトプット1単位を処理す
るために必要とされる時間についても考慮した。図表7では，1993年の1月から6月までにおける
作業グループごとのサービスオーダーの処理時間が示されている。
　図表7を見ると，6月の作業グループ3と作業グループ4におけるサービスオーダーの処理時間の
差異が大きかったことがわかる。6月における作業グループ4の処理時間は3．79分であり，作業グ
ループ3の処理時間は7．24分と作業グループ4のおよそ2倍の処理時間がかかっていた。この作業
グループ3と作業グループ4とのベンチマーキングの結果，請求書作成セソターの管理者は，サー
ビスオーダーの処理時間のサイクルタイムを減少させることがプロセス改善につながることを見出し
た25。そこで請求書作成センターは，そのサイクルタイムを減少させるためにサービスオーダーのオ
ンラインアクセスを開発し，オソラインでコソピューターにアクセスすることによってサービスオー
ダー報告書を作成することなく，コンピューターの画面上でサービスオーダーを比較することが可能
となった。その結果，19，000枚超のサービスオーダー報告書は削減され，毎月およそ42，000ドルの原
価が低減されることになった。そのうえ，サービスオーダー報告書の削減は，これらの書類を整理保
存するために必要とされる時間も著しく短縮させた。このように，組織内でのべソチマーキングを行
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うことで，請求書作成セソターはプロセスを改善することが可能となり，原価低減，業務の効率化が
達成された。
　他のプロセス改善としては，請求書統制オフィスによって提供されるサービスの一つである通信の
調査における活動の効率化が図られた。このプロセス改善に際し，請求書統制オフィスでは追加的な
オペレーティング・システム（operating　system）が提供され26，他の作業グループに対して通信の
調査の照会を行うといった活動を削除することが可能となった。また請求書統制オフィスでは，通信
が古いものであるか新しいものであるかをカラーのハイライトマーカーで示す報告書を作成すること
で，通信の調査に費やされるサイクルタイムを著しく削減することが可能となり，活動の効率化が実
現された。
　以上のように，請求書作成セソターの管理者はプロセス・モデリソグ・アプローチおよびフローチ
ャートを用いることによって，サイクルタ・イムを減少させることが原価低減，活動の効率化に結びつ
くことを見出し，そのサイクルタイムを減少させるためにプロセスの改善を実施した。その結果，請
求書作成センターでは，収益が増大しているにもかかわらず原価低減が達成された。AT＆Tにお
ける電話の利用時間は1992年に26％，1993年に20％と増大した一方で，請求書作成セソター内の原
価は8％，18％とそれぞれ減少した。また，請求書作成セソター内でプロセス・モデリソグ・アプ
ローチおよびABMが実施されたことで，顧客に対する請求書受領の適時性，請求書の正確性といっ
た顧客満足の増大にも役立つこととなった。
　そして，プロセス・モデリソグ・アプローチおよびABMの実施から一年後，請求書作成セソター
では原価低減の実現および顧客満足の増大だけではなく，次のような業務管理にもプロセス・モデリ
ング・アプローチおよびABMが役立てられた。第一は，請求書作成セソターにおける特定プロジェ
クトを実施する際の原価に関して，事実に基づくリスク評価が可能となったことである。プロセス・
モデリソグ・アプローチは未来原価（future　cost）を用いたのではなく，歴史的原価（historical
cost）を用いたため，過去の事実に基づいて特定プロジェクトの原価に対するリスクを評価すること
が可能となった27。第二は，請求書作成センターでの残業コストの管理が可能となったことである。
請求書作成セソターの管理者は，プロセス・モデリソグ・アプローチによって活動を識別し，その活
動に従事する作業グループの原価および作業の処理時間を把握することが可能となったためであっ
た。これに関連して，請求書作成セソターの管理者は資源を適切に配分し，作業グループにおける作
業量の平準化も遂行した。第三は，予算管理プロセスを支援することが可能となったことである。請
求書作成セソターでは，活動，活動の付加価値，コスト・ドライバーを考慮して決定された事業を損
益計算書の管理者に提示し，議論を行うことで予算管理プロセスに役立てることが可能となった。
　このようにプロセス・モデリング・アプローチおよびABMを実施したことによって，内部プロセ
スの改善による原価低減，顧客満足の増大，業務管理の改善が請求書作成センターに導かれることに
なった。
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1V　おわりに
　本稿では，英国および米国の電気通信事業におけるABM実施の事例について検討してきた。
　英国におけるマーキュリーの事例では，マーキュリーがABC／ABMを実施するにあたっての導入
段階について焦点を当てた。マーキュリーは最初から全社的にABC／ABMを導入したのではなく，
まずパイロット・プロジェクトを実施し，次いでロールアウト戦略を実施した。そのロールアウト戦
略において，マーキュリーではPorterの価値連鎖概念を用いて，独自の価値連鎖を構築した点が特
徴的であった。そして，独自の価値連鎖を用いることによって，マーキュリーは組織内の活動を細分
化し，その活動分析を行った。マーキュリーは広範囲に渡ってABC／ABMを実施することに先立
ち，このパイロット・プロジェクトおよびロールアウト戦略を実施することによって，ABC／ABM
の有用性を認識することができた。よって，ABCIABM実施以前にパイロット・プロジェクトを実
施したことおよびロールアウト戦略を立ち上げたことは，意義があったと考えられる。
　米国におけるAT＆Tは，プロセス・モデリング・アプローチおよび請求書作成セソター内の事
業と業務との関係を表したフローチャートを用いることによって，ABMを実施した。　AT＆Tの事
例では，活動を通じてではなく，プロセスを通じて原価を原価計算対象に割り当てるプロセス・モデ
リング・アプローチを適用したことおよびベソチマーキングと組み合わせてABMを実施したことが
特徴的であったといえよう。ベンチマーキングと組み合わせて実施されたABMにおいては，作業グ
ループ間の単位原価を比較するだけではなく，サービスオーダーの処理時間といった非財務的な業績
尺度を用いて作業グループ間を比較することによって，AT＆Tはプロセス改善の糸口を見出し，
原価低減を実現させた。さらに，プロセス・モデリング・アプローチおよびABMを実施したことに
よって，AT＆Tはそれらを業務管理にも役立てることが可能となった。
　ところで，ABMの実施はどのような歴史的背景のもとで，マーキュリーおよびAT＆Tで行われ
たのであろうか。
　英国におけるマーキュリーは，先に触れたように1991年にBTとの複占体制の終了に伴い，本格
的な競争環境に直面することになった。電気通信事業での競争が激化するにつれ，電気通信の料金は
低廉化を余儀なくされた。このような歴史的背景のもとで，電気通信事業者は料金の低廉化（収益の
減少）に対応するその原価引き下げの努力を必要としたと考えられる。その際に，1992年前後にす
でにABMが活用されていたので28，マーキュリーは1992年からABMを導入し，そしてその実施を
通して一層の原価低減を図りつつ，電気通信業界において競争優位に立とうとしたと考えられる。
　他方，米国のAT＆TにおけるABM実施の歴史的背景には，電気通信の料金規制が関係してい
たと考えられる。プライス・キャップ規制導入前の米国では，公正報酬率規制による総括原価が採用
されていた29。この公正報酬率規制による総括原価は，電気通信の料金水準設定方式として個々の
サービスごとに適用されたため，電気通信事業者が複数のサービスを提供する場合には，間接費・共
通費配賦の恣意性が問題となった。そこで，米国では料金と原価との関係を断ち切り，物価水準の変
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動と連動させて料金の上限を規定するプライス・キャップ規制が1989年に採用された30。このプライ
ス・キャップ規制の採用によって，間接費・共通費配賦の恣意性の問題は解消されたが，電気通信の
料金の上限規制（収益の減少）がなされたため，AT＆Tはこの収益に対応する原価引き下げの努
力を必要としたと考えられる。そこでAT＆Tは，この収益に見合うための原価引き下げの方向に
向かうことになり，1992年からABMを適用したと思われる。また，プライス・キャップ規制およ
び非対称規制といった電気通信の料金規制が，AT＆Tを本格的な競争環境に直面させたことも，
AT＆TがABMを適用した歴史的背景として考えることができる。
　このように，電気通信事業の本格的な競争環境への移行および電気通信の料金規制といった歴史
的・社会的背景のもとで，マーキュリーおよびAT＆Tは，原価低減をもたらす可能性のあるABM
を適用したのである。
注
1そのほかのABCに対する批判としてJohnsonは，　ABCが顧客満足をもたらさない可能性があると指摘して
　いる。原価を削減するために，企業がABCを用いて活動ドライバーを単純に削減しようとすると，その活動
　ドライバーを必要とする顧客に対して顧客満足を損なう可能性がある。そこでJohnsonは，顧客満足を視野
　に入れながら継続的なプロセスの改善を行うべきであると主張している。Johnson，　H．　Thomas，‘‘lt’s　Time　to
　Stop　Overselling　ActivityBased　Concepts”，ルlanagement、Accoun　ting，　September　1992，　pp．26～35．
2櫻井は，ABCとABMとの関係をどのように見るかについて次の三つの見解を示している。第一は，　ABMを
　ABCの発展形態であるとする見解。第二は，　ABCをABMの部分集合であるとする見解。第三は，　ABMが
　ABCとは本質的に異なるパラダイムに立脚するという見解である。櫻井通晴『管理会計』，同文舘，1997年，
　197～198頁。
3RafEsh，　Norm　and　Peter　B．　B．　Turney，‘‘Glossary　of　Activity・Based　Management”，ノ’ournal　of　Cost　Management，
　Volume　5，　Number　3，　Fall　1991，　p。57．
4米国管理会計人協会（the　Institute　of　Management　Accountants）の調査によれば，1992年当時において
　ABMを実施した組織は，100に満たなかった。アーサーアソダーセソ『ABMのベストプラクティス』，東洋
　経済新報社，2000年，42頁。
5マイライソについては拙稿，「電気通信事業におけるABC」『商学研究論集』，第16号，2002年で触れている。
6英国の電気通信自由化については，堀伸樹「英国における電気通信自由化の経緯」『lnfoCom　REVIEW』，第
　3号，1995年を参照されたい。
7マーキュリーは1997年に出資元のCable＆Wirelessと一体化し，　Cable＆Wireless　Comrnunicationsとなって
　いる。
81983年に英国政府は国会において，マーキュリーがBTに対抗できる経営基盤を確i立する必要性があること，
　BTについても独占から競争への経営体質の変革を行う必要性があることから，1990年までの7年間はBTと
　マーキュリーの複占体制を維持することにした。
9マーキュリーにおけるABMについては，　Gwynne，　Richard　and　Gary　Ashworth，“Implementing　Activity－
　Based　Management　at　Mercury　Communications”，　ManagementAccounting（England），　December　1993，　pp．　34
　～36．を参照した。
10福家秀紀rABCIABMの意義iと業績管理」『InfoCom　REVIEW』，第18号，1999年，12～13頁。
11Player，　R．　Steven　and　David　E．　Keys，Activity－Based　Management：A　rthur／Andersen　’s　Lessons　from　the／ABM　Ba　t－
　tlefield　Second　Edition，　John　Wiley＆Sons，　lnc．，1999，　p．258．
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12Porter，　M．　E．，Comψetitive　Advantage：Creating　and　Sustaining　Superior　Performance，　The　Fress　Press，1985（土
　岐坤・中辻萬治・小野寺武夫訳『競争優位の戦略』ダイヤモンド社，1985年。）．
13浅田孝幸編『戦略的プランニング・コソトロールー21世紀の管理会計への課題と挑戦』，中央経済社，1999年，
　11頁。
14活動分析ではこのほかに，非付加価値活動の識別，重要な活動の分析，最良の実践との分析が行われる。
15Turney，　Peter　B．　B．，‘‘Activity－Based　Management”，　Management　Accounting，　January　1992，　pp．22～23．
16Porterは，供給業者から顧客までの全体の価値創造活動を価値システム（value　system）と呼ぶ。
17例えば，供給業者の製品点検が厳格になると会社の仕入れ点検が緩やかになることや，供給業者が納品回数を
　増大することによって会社の在庫を減らすことが可能となる。Porter，前掲訳書，64～65頁。
18Shank，　J．　K．　and　V．　Govindarajan，　Stra　tegic　Cost　Management：The　New　Tool　for　Competitive　Advαntage，　The
　Free　Press，1993（種本博之訳『戦略的コストマネジメント：競争優位を生む経営会計システム』，日本経済新
　聞社，1995年，49頁。）．
19Gwynne，　and　Ashworth，　op．　cit．，　p．36．
20福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究』，NTT出版，2000年，87頁。
21福家秀紀，同上書，95頁。
22AT＆Tは1996年に非支配的事業者と認定されたため，　AT＆Tに対するプライス・キャップ規制は解除さ
　れた。
231984年の分割時におけるAT＆Tのシェアは90．1％であったが，　ABCIABMを実施した1992年におけるAT
　＆Tのシェアは60．8％と著しく縮小していた。神野新・中山隆「米国の電気通信事業」『InfoCom　REVIEW』，
　第13号，1998年，27頁。
24AT＆TにおけるABMについては，　Hobdy　Terrence，　Jeff　Thomson　and　Paul　Sharman，“Activity－Based
　Management　at　AT＆T”，ルlanagement、Accounting，　April　1994，　pp．35～39．およびPlayer，　and　Keys，　op．　cit．，
　pp．159～167．を参照した。
25サイクルタイムとは，生産開始から完了までに必要とされる期間のことであり，ここでは顧客からのサービス
　オーダーからサービス提供までの時間をいう。多くの顧客は短いサイクルタイムに強く価値を感じているた
　め，サイクルタイムを短縮することは企業にとって重要な内部プロセスの目標となる。Atkinson　A．　Anthony，
　Rajiv　D．　Bapker，　Robert　S．　Kaplan，　S．　Mark　Young，　MANA　GEMENT　A　CCOUI＞TING，　THIRD　EDITYO　V，
　Prentice　Hall　lnternational，　lnc．，2001，p．575．およびKaplan，　Robert　S．　and　Cooper，　Robin，　COST＆　EFFECT，
　HARVERD　BUSINESS　SCHOOL　PRESS，1998（櫻井通晴訳『コスト戦略と業績管理の統合システム』，ダイ
　ヤモソド社，1998年，69頁。）．
26オペレーティソグ・システムとは，CPU，メモリ，ファイルといったコソピューター・システムに関する資
　源を効率的に使用するための管理プログラムのことである。西澤脩『英和・和英　管理会計辞典』，中央経済
　社，2000年，162頁。
27ABCは実際の業務活動に基づく歴史的データを用いており，過去のデータを分析して将来の意思決定に影響
　を及ぼそうとする。Kaplan，　Robert　S．　and　Cooper，　Robin，前掲訳書，143頁。
28櫻井通晴編『ABCの基礎とケーススタディ』，東洋経済新報社，2000年，18頁。
29公正報酬率規制による総括原価は，事業資産（レート・ベース）と公正報酬率との積で算定される公正報酬を
　営業費用に加算する料金水準設定方式である。
30米国における公正報酬率規制による総括原価からプライス・キャップ規制までについては，拙稿，「電気通信
　事業における料金規制一プライス・キャップ規制を中心として一」『商学研究論集』，第14号，2001年で考察
　　している。
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